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 「行田市子ども・子育て会議」は、「子ども・子育て支援法（平成24年法律第65

号）」第７７条第１項に基づき、市町村の合議制の機関である「地方版子ども・
子育て会議」として設置しています。 
 また、地方自治法（昭和22年法律第67号）第 １３８条の４第３項の規定に基づ
き「行田市子ども・子育て会議条例」により設置する行田市の附属機関です。 
 附属機関の委員は、特別職の公務員（非常勤）にあたります。 

資 料 ３ 

子ども・子育て支援法 

行田市子ども・子育て会議条例 

委員の皆様 

【子ども・子育て支援法】 
（市町村等における合議制の機関） 

第七十七条 市町村は、条例で定めるところにより、次
に掲げる事務を処理するため、審議会その他の合議
制の機関を置くよう努めるものとする。 
 一～四 （略） 
 

【地方自治法】 
第百三十八条の四  普通地方公共団体にその執行機

関として普通地方公共団体の長の外、法律の定めると
ころにより、委員会又は委員を置く。  
３  普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるとこ

ろにより、執行機関の附属機関として自治紛争処理委
員、審査会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮
問又は調査のための機関を置くことができる。ただし、
政令で定める執行機関については、この限りでない。  



行田市子ども・子育て会議の役割 
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行田市子ども・子育て会議の役割は、次のとおりです。（支援法第７７条、会議条例第２条） 

 
（１）市長が定める特定教育・保育施設（認定子ども園・幼稚園・保育園）の利用定員の 
       設定に対して意見を述べる。 
 
（２）市長が定める地域型保育事業（家庭的保育事業・小規模保育事業・居宅 訪問型 
   保育事業・事業所内保育事業）の利用定員の設定に対して意見を述べる。 
 
（３）行田市子ども・子育て支援事業計画（平成27年度～平成31年度予定）の策定や、 
       変更に対して意見を述べる。 
 
（４）行田市の子ども・子育て支援に関する総合的かつ計画的な推進についての調査 
       審議を行う。 



子ども・子育て支援法（平成24年8月22日法律第65号）（抄） 
（定義） 

第六条 この法律において「子ども」とは、十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者を 

 いい、「小学校就学前子ども」とは、子どものうち小学校就学の始期に達するまでの者をいう。 

２ この法律において「保護者」とは、親権を行う者、未成年後見人その他の者で、子どもを現に監護する者をいう。 

 

第七条 この法律において「子ども・子育て支援」とは、全ての子どもの健やかな成長のために適切な環境が 

 等しく確保されるよう、国若しくは地方公共団体又は地域における子育ての支援を行う者が実施する子ども及び 

 子どもの保護者に対する支援をいう。 

 

（施設型給付費の支給） 

第二十七条 市町村は、支給認定子どもが、支給認定の有効期間内において、市町村長（特別区の区長を含む。 

 以下同じ。）が施設型給付費の支給に係る施設として確認する教育・保育施設（以下「特定教育・保育施設」と 

 いう。）から当該確認に係る教育・保育（地域型保育を除き、第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定 

 子どもにあっては認定こども園において受ける教育・保育（保育にあっては、同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに対して 

 提供される教育に係る標準的な一日当たりの時間及び期間を勘案して内閣府令で定める一日当たりの時間及び期間の範囲内において行われる 

 ものに限る。）又は幼稚園において受ける教育に限り、同項第二号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもにあっては認定こども園 

 において受ける教育・保育又は保育所において受ける保育に限り、同項第三号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもにあっては 

 認定こども園又は保育所において受ける保育に限る。以下「特定教育・保育」という。）を受けたときは、内閣府令で定めるところにより、 

 当該支給認定子どもに係る支給認定保護者に対し、当該特定教育・保育（保育にあっては、保育必要量の範囲内のものに 

 限る。以下「支給認定教育・保育」という。）に要した費用について、施設型給付費を支給する。 
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（特定教育・保育施設の確認） 

第三十一条 第二十七条第一項の確認は、内閣府令で定めるところにより、教育・保育施設の設置者（国（国立 

 大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法人を含む。附則第七条に 

 おいて同じ。）を除き、法人に限る。以下同じ。）の申請により、次の各号に掲げる教育・保育施設の区分に応じ、 

 当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員を定めて、市町村長が行う。 

 一～三（略） 

２ 市町村長は、前項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第七十 

 七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合に 

 あっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。 

 

（特定地域型保育事業者の確認） 

第四十三条  第二十九条第一項の確認は、内閣府令で定めるところにより、地域型保育事業を行う者の申請に 

 より、地域型保育の種類及び当該地域型保育の種類に係る地域型保育事業を行う事業所（以下「地域型保育 

 事業所」という。）ごとに、第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員（事業所内保育の 

 事業を行う事業所（以下「事業所内保育事業所」という。）にあっては、その雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもを保育するため当該事業 

 所内保育の事業を自ら施設を設置し、又は委託して行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（当該事業所内保育の事業が、事業主団体に係る 

 ものにあっては事業主団体の構成員である事業主の雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもとし、共済組合等（児童福祉法第六条の三 

 第十二項第一号ハに規定する共済組合等をいう。）に係るものにあっては共済組合等の構成員（同号ハに規定する共済組合等の構成員をいう。）の 

 監護する小学校就学前子どもとする。以下「労働者等の監護する小学校就学前子ども」という。）及びその他の小学校就学前子どもごとに定める 

 第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする。）を定めて、市町村長が行う。  

２ （略） 
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３ 市町村長は、第一項の規定により特定地域型保育事業（特定地域型保育を行う事業をいう。以下同じ。）の 

 利用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置して 

 いる場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る 

 当事者の意見を聴かなければならない。 

 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の 

 提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援 

 事業計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するための施設の整備の      

  状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域（以下「教育・保育提供区域」という。）ごとの当該教育・ 

  保育提供区域における各年度の特定教育・保育施設に係る必要利用定員総数（第十九条第一項各号に 

  掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの必要利用定員総数とする。）、特定地域型保育事業所（事業所内 

  保育事業所における労働者等の監護する小学校就学前子どもに係る部分を除く。）に係る必要利用定員総数 

  （同項第三号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）その他の教育・保育の量の見込み並びに 

  実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

 二 教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域子ども・子育て支援事業の量の 

  見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

 三 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保の 

  内容 

３～６ （略） 
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７ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、第七十七条  

 第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては  

 子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。 

 

（市町村等における合議制の機関） 

第七十七条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の合議制の 

 機関を置くよう努めるものとする。 

 一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第三十一条第二項に規定する事項を処理すること。 

 二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第四十三条第三項に規定する事項を処理すること。 

 三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第六十一条第七項に規定する事項を処理すること。 

 四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及び 

  当該施策の実施状況を調査審議すること。 
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